
昨年後半から携帯電話販売の落ち込

みが顕著になり、年初には多くの代理

店が販売事業の行く末に危惧の念を強

めていた。しかし、ここにきて、「数

年は現状のビジネスモデルでやってい

けるのでは」との楽観論が関係者の間

では支配的になりつつある。

その根拠は、第3世代（3G）携帯電

話へのリプレース需要だ。ドコモの

FOMAの普及はこれからであり、J-

フォンも3Gの商用化サービスを2002

年12月に延期。CDMA2000 1xが好

調に推移しているauも、UIMカード

対応の準備はしているが、「スタート

時期は未定」という。

7000万超のPDC方式の携帯電話が

3G対応端末へと切り替わるには、数

年を要する。3G端末に対する販売イ

ンセンティブは、現状では低めに抑え

られているが、キャリア間競争が続い

ている状況では、「販売インセンティ

ブをドラスティックに削減することは

ないだろう」と代理店関係者はみてい

る。

しかし、それでも現実には3G普及

の本格化で淘汰される代理店が出てく

の代理店が相次いで合併したのはキャ

ッシュフロー対策が1つの要因」とい

う。ある程度の資本力を持つ代理店で

さえ対策を講じている。資金的に課題

を抱える代理店にとっては3G本格化

がむしろ逆風にもなる。

もはや、そうした代理店に対してキ

ャリアが支援の手を差し延べることは

期待できない。商社系代理店のある幹

部は、「戦略的によほど重要な拠点で

あれば支援もあるだろうが、実際には

他の代理店傘下に入るように促すこと

で代理店の集約を進めている」と話し

ている。

広域系も淘汰の波に

資本力のない地場の独立系代理店の

淘汰・再編がひと通り終わっても、そ

れだけでは済まない。ある業界関係者

は、「次は広域系1次代理店が淘汰さ

ると関係筋では分析している。資金力

のない運営代理店、特に地場系の淘汰

が進む可能性が指摘されている。

最大の要因は資金繰りが悪化するこ

と。インセンティブが極端に減らされ

る可能性は低いとはいえ、3G端末の

仕入れ価格は非常に高い。例えば、

FOMAの仕入れ価格は既存のPDC対

応端末の約2倍といわれる。端末を販

売しても、実際にインセンティブが代

理店側に入るのは回線契約後。仕入れ

値以下の赤字で販売している状況で

は、キャッシュ不足により資金繰りに

窮する代理店が相当数出てくる可能性

があるというのだ。

証券アナリストによれば、「商社系
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依存体質、八方美人は生き残れない
3Gビジネスにも思わぬ落とし穴
携帯電話市場の構造変化によって引き起こされた淘汰・再編の大波が、代理店を

呑み込もうとしている。パート3では、アナリストや関係者の分析と予測から、代

理店業界の今後のシナリオを描いてみる。

企業内でも個人に視点を移せば、ほと

んどの社員は個人名義の携帯電話を利

用している。この厳しい経済環境で、

積極的に企業として携帯電話を導入し

ようというところは少ないのが現状の

ようだ。そうなると、法人を開拓する

には社内システムを絡めた提案しかな

いということになる。

この観点では、「メーカー系代理店

が強みを発揮する」（大和総研の長谷

部シニアアナリスト）。実際、メーカ

ー系は、グループ会社が持つSIやSE

営業の資産を利用して法人開拓を目論

む。メーカー系代理店の旧富士通モバ

イルテレコムは、昨年8月にPC販社

の富士通パーソナルズ（FJP）と合

併。存続会社はFJPとして、中小企業

などにモバイルシステムを提案できる

体制を整えている。

独立系では、ベルパークが「システ

ム提案はキャリアに任せ、中小企業を

ターゲットに端末販売型の法人営業を

展開する」（薮取締役）と地域密着に

則した戦略を採る。

商社系は法人に対して強い営業力を

持つが、SI的な資産に乏しくシステム

提案の面ではメーカー系に遅れを取っ

ている。ある商社系の関係者は、「キ

ャリアショップの運営や端末のデリバ

リー機能しか果たしてこなかった代理

店では、本格的にSIをやってきた企

業には太刀打ちできない」と自嘲する。

これに対して、イドムコの土持部長

は、「商社系の強みは相手のニーズを

徹底的に聞き出すこと。SIとしての提

を雇って教育している。

量販店への人的支援に人材派遣会社

を使うある代理店は、アウトソーシン

グの体制を改め、自社でアルバイトを

雇用することを検討。教育費などが必

要となるものの、試算ではコストを2

分の1まで削減できるという。

また、量販店や配下販売店への端末

デリバリー機能（卸）を果たす多くの

代理店でも、人員に関わる問題は深刻

化している。ヘルパーを派遣している

代理店にとって、量販店に人的支援を

提供するメリットが薄れているからだ。

ある代理店関係者は、「薄利の卸事

業では取引先への人的支援を含めると

収支はマイナス。それでも取引を続け

るのは、これまではストックインセン

ティブにより黒字化できたため。量的

な減少でそれが期待できなくなった」

と複雑な表情をみせる。

こうした状況に対して、代理店側の

見解は「現状維持」と「撤退」の2つ

に分かれる。「キャリアの手数料がさ

らに圧縮されてストックインセンティ

ブなどの将来のリターンが期待できな

い場合、量販店との取引から撤退する

可能性もある」という思い切った改革

策を検討している代理店も存在する。

実際、1次代理店から2次代理店へ

と転換を図っている企業も出始めた。

あるメーカー系代理店は、2次店への

切り替えにより在庫リスクを軽減させ

るとともに、直営のキャリアショップ

にリソースを集中させる方向で動いて

いる。

案力はまだなくても、御用聞きに徹す

ることで活路を見出せる」と話す。

ITテレコムも商社の法人営業力を

最大限利用する意向だ。システム提案

力を強化する一方で、法人向けには通

信費の切り口でアプローチする。同社

の美濃口社長は、「無線や固定を含め

た企業トータルの通信費を使い勝手が

いい形で、コストダウンを図れる提案

をすることが当社にとって最も最適な

ビジネス」という。実際、同社はすべ

ての通信事業者の1次代理店であり、

IP電話を手がけるフュージョンもグル

ープ会社の1つ。販売する商材をひと

通り揃えていることは大きな強みだ。

卸事業の見直しも

コスト削減の面では、ほとんどの代

理店が人件費の見直しに着手。市場が

右肩上がりの時代には、ピーク時の来

店客数に見合う数のスタッフが常駐し

ていた。派遣やアルバイト比率を高め

る代理店も少なくないが、あるメーカ

ー系代理店の関係者は「ショップの

CSが求められる中で、アルバイト比

率を高めるのはリスクもある」と指摘。

同社では、適性人員の観点から、1日

の営業時間単位で来店客に応じた人員

シフト体制を組む方針で、各ショップ

の来店者動向を分析している。

派遣の使いにくさを指摘しているの

はベルパーク。以前は、派遣スタッフ

を採用していたが、代理店としての戦

略を進めるうえではミスマッチも起こ

ると判断。現在は、自社でアルバイト
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キャリアと主要一次

代理店の間でSCM
構築が進む。チャネ

ルサイドでは、数社

の1次代理店を中心
に量販店や2次代
理店などのグルー

プ化が進行する

3G普及が一段落。
メーカーブランド端

末が出現し、キャリ

アブランド端末の比

率は下がる。リプレー

スを促進させる新

たなサービスが出

てこない限り、広域

系の再編が進む

3Gの本格化で資金
力のない販売代理

店の再編・淘汰が進

む。2次代理店や地
域の独立系代理店

を中心に再編が進む。

広域系は独立系の

取り込みに走る

新規契約の減少、端

末価格の高騰など

に起因する機種変

更スパンの長期化

により、路面店や価

格訴求の併売店が

姿を消す

※代理店関係者、キャリア関係者、アナリストの話から予想される今後のシナリオ�
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図　代理店の再編・淘汰のシナリオ
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